答　　　　申

審査会の結論

１　北九州市長（以下「実施機関」という。）は、その保有する「家屋事前調査業務委託報告書」、「家屋事後調査業務委託報告書」及び「損失補償費支出関係書類」中の文書を対象に加え、「被害の申し出」も「苦情」と解して、改めて本件請求に係る行政文書としての開示又は不開示の決定を行うべきである。

２　実施機関は、開示文書中の不開示部分のうち、本市職員以外の者の氏名、電話・ファクシミリ番号及びメールアドレス並びに補償金額（補償金額の水準に関する記載を含む。）を除く部分を開示すべきである。

その他の部分を不開示とした処分は妥当である。

理　由

第１　異議申立てに至る経緯

　１　異議申立人は、平成17年8月24日、北九州市情報公開条例（平成13年北九州市条例第42号。以下「条例」という。）第5条の規定に基づき、実施機関に対して次の行政文書の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「○○川地下調節池築造工事に伴う苦情件数の開示　平成12年1月～平成17年8月24日迄」
２　実施機関は、本件請求に係る行政文書（以下「本件行政文書」という。）について、平成17年9月7日付で、行政文書の一部について開示を行わない旨の決定（平成17年9月7日付　北九東庶第22号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、行政文書一部開示決定通知書を平成17年9月15日に受領した。

３　異議申立人は、平成17年10月28日、本件処分を不服として、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定により、実施機関に対し異議申立てを行った。

第２　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　　　異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（1） 開示されていない文書がまだ存在するはずである。

　　　

ア　異議申立人以外の住民が町内会長経由で苦情を訴えた旨の記録や異議申立人と本市職員との交渉件数に見合う記録などが開示されていない。

イ　雨漏りの苦情は２度申し出ているにもかかわらず、開示された文書には２度目の雨漏りに関する記載がない。
（2） 開示文書中の不開示部分には不開示とできる理由がない。

　　　

　　　ア　実施機関は、事実と相違している記述など、都合の悪い部分を不開示としている。

　　　イ　異議申立人に関する不開示部分は本人情報なので開示すべきである。
（３）以上のとおり、本件処分は、条例に反し違法である。

第３　異議申立てに対する実施機関の説明要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　本件行政文書の特定

（１）実施機関は、○○川地下調節池築造工事（以下「本件工事」という。）に関する被害に関し、次のような文書を保有している。

ア　工事前後の、建物等の概要及び家屋の状況の調査顛末が記載されている「家屋事前調査業務委託報告書」及び「家屋事後調査業務委託報告書」

イ　被害の申出がありかつ補償交渉が成立した者に関する「被害届」、「被害補償関係調書」など補償関係の書類が添付されている「損失補償費支出関係書類」

ウ　本件工事に係る情報が記載された文書が編綴されている「担当者ファイル」

（２）「本件工事に伴う苦情件数」を記載した文書は保有していなかったため、苦
情件数の分かる文書として、「担当者ファイル」に綴じている苦情に関する交渉記録等の文書を本件行政文書とした。

（３）「担当者ファイル」以外の「家屋事前調査業務委託報告書」「家屋事後調査業務委託報告書」及び「損失補償費支出関係書類」に添付されている文書は、被害に関するものであり、苦情に関するものではないと判断し、本件行政文書としなかった。

２「開示されていない文書がまだ存在するはずである」との異議理由について

（１）開示対象とすべき文書はすべて開示している。

　

ア　前記第３、１の要領により、本件請求の趣旨を踏まえて対象文書を適正に特定している。

イ　２度目の雨漏りの苦情申し出については、開示文書中の「平成１５年３月３日ａｍ　ＪＶより報告」で当該報告を受けたことが記載されている。開示文書中には１度目の雨漏りが発生した際の対応及び以後同様の事象が発生した場合の対応方針が記載してあるが、２度目の雨漏り時には、この対応方針に基づき対応しているため、改めて対応議事録などは作成されていない。

３「不開示部分には不開示とできる理由がない」との異議理由について

　（１）不開示部分は、いずれも条例第７条第１号（個人情報）に該当するため開示しなかったものであり、不開示は適法である。
　
ア　苦情申立者及び工事施行業者の担当者の氏名並びに苦情申立者の電話・ファクシミリ番号及びメールアドレスは、個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるため、本号本文に該当する。

イ　職務の遂行に係る本市職員の職及び氏名は、原則として開示することとなっているが、開示文書中には、私人が主観に基づき当該職員を非難・中傷すると認められる内容が記載されており、当該情報を開示すると、当該職員が不適切な職務遂行をしているかのような印象を与え、当該職員の権利利益を害するおそれがあるため、本号ウの「これらの部分を公にすることにより当該公務員等の個人の権利利益を害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く」に該当する。

ウ　「実施機関が作成した交渉記録に記載されている情報のうち、交渉当事者の発言部分」及び「実施機関へのファクシミリ文書、本市ホームページへの書込記録及び市政相談窓口に寄せられた相談記録に記載されている情報のうち、一般的な語句の部分」は、開示文書に記載されている事項や補償交渉事情に詳しい者が保有し、又は入手可能な情報などと照合することにより、特定の個人を識別することができるため、本号本文に該当する。

第４　審査会の判断

１　開示文書の概要等

（１）開示文書は、平成12年1月から平成17年8月24日までの間において実施機関が作成し又は取得した本件工事に伴う苦情件数の分かる文書であり、具体的には、当該苦情に関して実施機関が作成した交渉記録、実施機関へのファクシミリ文書、本市ホームページへの書込記録及び市政相談窓口に寄せられた相談記録である。

　（２）開示文書中の不開示情報は、「職、氏名、電話・ファクシミリ番号及びメールアドレス」と「それら以外の情報」に分類することができる。
　２　本件事案の争点

（1） 文書不存在による不開示の主張は妥当か（争点１）。

（２）開示文書中の不開示部分は条例第７条第１号に該当するか（争点２）。

（３）条例第７条第１号該当情報についても、本人による自己情報の開示請求の場合は例外的に開示しなければならないか（争点３）。

３　争点１（文書不存在による不開示の主張の妥当性）についての判断

　　　審査会は、実施機関から意見聴取等の方法により、前記第４、１の開示文書以外に本件行政文書が存在するか否かを調査したところ、「家屋事前調査業務委託報告書」、「家屋事後調査業務委託報告書」及び「損失補償費支出関係書類」の存在を確認することができたが、実施機関は、「被害の申出」に関するものは「苦情」に関するものではないので、これらは、本件行政文書には該当しない旨主張する。

確かに、本件請求は「本件工事に伴う苦情件数」であり、「苦情」の意味する内容が明確でないことから実施機関のように限定的に理解し得る余地もなくはないが、本件行政文書を特定するに当たっては、「苦情」、「被害の申出」などの呼称にとらわれず、開示請求者の意図するところを十分考慮し、できる限り広く特定することが妥当であると考える。

以上の観点から本件請求を見ると、本件工事により家屋に被害を受けた近隣住民が、市に対して当該被害の補償を求めた際の交渉記録等を広く含むものであると解するのが異議申立人の開示請求の趣旨に沿うものと考えられるところであり、このことは口頭意見陳述において異議申立人から聴取した内容とも一致するところである。

したがって、前記第４、１の開示文書に加えて、実施機関が保有する「家屋事前調査業務委託報告書」、「家屋事後調査業務委託報告書」及び「損失補償費支出関係書類」文書を対象に加え、「被害の申し出」も「苦情」と解して、改めて本件請求に係る行政文書としての開示又は不開示の決定を行うべきである。

４　争点２（不開示部分の条例第７条第１号該当性）についての判断

（1） 条例第７条第１号の構造

条例第7条第1号は、「個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、特定の個人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」は不開示とすることを定めている。

　　　　本号は、個人の権利利益の十分な保護を図るため、特定の個人が識別される情報について不開示とすることを定めたものである。

　　　　一方、本号ただし書では、

ア　法令の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている情報

イ　人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められる情報

ウ　当該個人が公務員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分（これらの部分を公にすることにより当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く。）

については、開示すべきことが定められている。

このような規定の趣旨に従い、以下のとおり検討することとする。

（２）職、氏名、電話・ファクシミリ番号及びメールアドレスについて

　　　ア　本号本文該当性

本件処分で不開示とされた職及び氏名は、苦情申立者及び工事施行業者の担当者の氏名並びに苦情の応対をした本市職員の職及び氏名である。また、電話・ファクシミリ番号及びメールアドレスは、苦情申立者の情報である。これらは、いずれも個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるものであることは明らかであり、本号本文に該当する。

　　　イ　本号ただし書該当性

　　　（ア）ただし書ア、イ該当性

　　　　　　当該情報は、ただし書ア、イのいずれにも該当しないことは明らかである。

（イ）ただし書ウ該当性
　　　　　　実施機関は、既に当該職員の本件業務執行に対して一方的に非難・中傷する内容の情報が開示されており、加えて当該職員の職及び氏名を公にすることとなれば、当該職員が不適切な職務遂行をしているかのような印象を与え、当該職員の権利利益を害するおそれがあると主張する。

公務員の職及び氏名が原則として個人情報として不開示とされないのは、公務遂行に関するアカウンタビリティを充実させるとともに公務員の職務執行に対する市民の的確な理解と批判に資する趣旨である（条例第１条参照）。
この観点から、本件開示部分の職員に対する記載を見ると、私人作成の文書中の「非常に感じのよくない業務をしている、うんざりした、税金の無駄遣い」などという抽象的・感覚的な指摘にとどまっており、必ずしも一般人に「不適切な業務運営をしている」という確定的な印象を与え得るものとは言えず、また、実施機関の論でいけば、公務遂行に対する批判はすべて当該職員が不適切な職務遂行をしているかのような印象を与え、当該職員の権利利益を害するおそれがあり、不開示となりかねないが、これでは「ただし書ウ」の趣旨（公務遂行に関するアカウンタビリティの充実、公務員の職務執行に対する市民の的確な理解と批判に資する趣旨）を没却することとなる。
「当該公務員の個人の権利利益を害するおそれがある場合」とは、公務遂行に対する指摘の範囲を逸脱して、公務員個人に対する個人攻撃が予測される場合又はその可能性が高い場合等に限定することが妥当であると考える。

したがって、本市職員の職及び氏名は「ただし書ウ」に該当するが、それ以外は該当しない。

ウ　よって、当該情報のうち、本市職員の職及び氏名は「ただし書ウ」に該当するので開示し、それ以外の氏名、電話・ファクシミリ番号及びメールアドレスは本号本文に該当し、本号ただし書のいずれにも該当しないので不開示とするのが妥当である。
（３）職、氏名、電話・ファクシミリ番号及びメールアドレス以外の情報について
　　　ア　本号本文該当性

　　　（ア）実施機関は、当該情報は「他の情報」と照合することにより特定の個人を識別できる情報に該当すると主張する。
実施機関の前提とする「他の情報」とは何を指すか検討すると、それは本件工事に伴う家屋等の被害による補償交渉者が有する補償関係情報であると考えられる。なぜなら、一般に補償交渉においては補償交渉者間相互では情報交換が行われることが常であることから、いわば情報共有状態にあり、開示された日付と当該情報とを組み合わせることにより、補償交渉者には特定の個人（苦情申立者）を識別できることとなるからである。このことは、また、本件の補償関係情報は、その性質上、数人の補償交渉者以外には、例えそれが近隣住民であったとしても容易に入手できる情報ではないことを意味している。
　　　　　　照合の対象となる「他の情報」については、当該個人に関する情報の性質、内容等に応じ、個別的に判断すべきであるが、本件のような苦情申立てに関する情報については、照合対象となる「他の情報」には、原則として、公知の情報、図書館等の公共施設で一般に入手可能な情報など一般人が通常入手し得る情報が該当し、特別の調査をすれば入手し得るかも知れないと考えられる情報は含まれないと解するのが妥当である。
「他の情報」を本件の場合のように数人の補償交渉者が有する補償関係情報、すなわち特定の者のみが取得し、又は取得し得る情報にまで広げることは、広範な不開示情報を認めることにつながり、開示を原則とする条例の趣旨に沿わないと言わざるを得ない。

また、不開示とされている当該情報は固有名詞ではなく、概ね一般的な語句にすぎず、これらが開示されても、個人識別のおそれがさほど増加するとも思われない。
以上のことから、当該情報は「他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるもの」に該当しない。
（イ）ただし、当該情報のうち、「補償金額」（補償金額の水準に関する記載を含む。）は、公にしたくないと一般に考えられる個人の財産情報であることから、「特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの」に該当する。

　　

　　　（ウ）よって、当該情報のうち、補償金額（補償金額の水準に関する記載を含む。）は本号本文に該当するが、これ以外の情報は本号本文に該当しない。

　　　イ　本号ただし書該当性

　　　　　　本号本文に該当する補償金額（補償金額の水準に関する記載を含む。）は、ただし書ア、イ及びウのいずれにも該当しないことは明らかである。

　　　ウ　よって、当該情報のうち、補償金額（補償金額の水準に関する記載を含む。）は本号本文に該当し、ただし書ア、イ及びウのいずれにも該当しないから不開示とし、その他の部分は本号本文に該当しないから開示するのが妥当である。

　５　争点３　（本人による自己情報の開示請求）についての判断
異議申立人は、個人情報に該当するとして不開示とされた自己情報についての開示を主張している。

しかしながら、情報公開制度は、何人に対しても開示請求を認める制度であることから、開示・不開示の判断に当たっては、開示請求者の如何は考慮されないものである。

異議申立人が自己情報の開示を求める場合は、個人の権利保護を目的とした個人情報保護条例（当市では制定・施行済み）に基づき、これを実現すべきであり、同条例による開示請求が不可能であるなどの特段の理由のない限り、制度趣旨に相違が見られる情報公開制度の流用を認めることは妥当ではないというべきである。

よって、本件請求により自己情報の開示を認めることはできない。

　　　ただし、開示請求の受付機関においては、個人情報保護条例に基づく自己情報開示請求の手続等について、再度異議申立人に説明するのが望ましいと考える。

　６　結論

　　　

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とされ

た情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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